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Abstract
　This study analyzes two reports related to a football doping scandal at the University of 
Waterloo, Canada. One of the University of Waterloo report is “Review of the University of 
Waterloo Football Program in Relation to the Use of Banned Substances, Final Report, August 
18, 2010.” The other from the Canadian Center of the Ethics in Sport is “Performance Enhancing 
Drugs Pose a Significant Health Risk for Athletes, Children and Youth: Final Report of the Task 
Force on the Use of Performance Enhancing Drugs in Football. June 28, 2011.”
　Summaries of the main recommendations of the two final reports are as follows:
１．Anti-doping and ethical decision making education should be incorporated in the provincial 
and territorial curriculum to target young athletes in football and other sports. Health 
education that focuses on body image and performance enhancing drug use should also be 
included for all students.
２．Performance enhancing drug education should be mandatory for coaches, physical and 
conditioning personnel and other administrators.
３．Significantly increase testing from the current level of 2-3 percent to 30 percent of the total 
number of football players and strengthen target testing for high-risk athletes.
４．Establish a hotline to report doping in sports and an associated web-based reporting tool 
supported by an effective communications plan to promote the resource.
５．Further consequences, beyond player ineligibility （CADP Sanctions） should be applied to 
teams and institutions.
６．Development of transparent cost sharing agreements between anti-doping organizations, 
government, corporate sponsors, institutions, sport organizations and professional football 
should be considered.
　The Canadian ethos of doping issues and scandals is different from the Japanese ethos. The 
University and the Canadian Anti-doping Agency measures to address the doping scandals were 
apparently rigid and severe in terms of punishment, but do pay adequate attention to athlete 
rights. For examples, there are increases in the number of test samples, surveillance of high-risk 
athletes and introduction of collective responsibility and financial penalties, including the web-
based hotline and gathering of doping information through 'intelligence'.
　A university is an educational institution, so we should consider our campus when it comes to 
doubt and surveillance. We must primarily think about educational tools for anti-doping and 
cultivating student-athletes as true sportspersons.
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１．本研究の背景・目的
　1968 年の夏季・冬季オリンピック大会から
ドーピング禁止規程が施行されて半世紀近くに
なる。この間、ドーピング問題が解決したとは
言えず、IOC（国際オリンピック委員会）をは
じめとするスポーツ界の最重要の課題であるこ
とは間違いない。確かに、ドーピングの検査対
象となるような登録選手（registered testing 
pool athlete、以下 RTPA と略す）の場合は、
WADA（World Anti-doping Agency）、
JADA（Japan Anti-doping Agency）、 各 競
技団体の監視下において、ドーピング検査、防
止教育・啓発活動が進められている。競技会検
査はもとより、居場所情報（whereabout）に
基づく競技会外検査も、以前よりもはるかに厳
格に実施されている2）。
　しかしながら、ドーピング検査の「空白対象
者」とも言える学生／選手に対して、スポーツ
に関する正しい知識やドーピング防止の価値観
を啓発されているかは疑問である。十分なドー
ピング防止教育や対策が行われていないと、本
論において言及するようなカナダの一流大学、
ウォータールー大学3）の元学生／選手がバイ
ヤーとなったドーピング事件につながる可能性
がある。
　確かに、日本では意図的にドーピングに関与
する選手は少ない。その証拠として日本におけ
るドーピング違反の状況を JADA の年次報告
に基づいて集計してみると、近年の 2008 年か
ら 2013 年の 6 年間について、各年のドーピン
グ検査実施件数、陽性件数、陽性率は、以下の
表 1 の通りである。6 年間の平均ドーピング検
査実施件数は、5369 件で、そのうち競技会検
査は 3380 件、競技会外検査は 1989 件であり、
違反とされる陽性件数は 6.5 件、陽性率は 0.12
である。
　さらに、6 年間に発生した合計 39 件の陽性
について、その処分内容を見ると日本人選手の
ドーピング関与の程度が見えてくる。すなわ
ち、39 件のうちおよそ半数の 19 件はドーピン
グ防止規程の処分の軽減（規程 10.4 項：過誤
又は過失がない場合における資格停止期間の取
消し、10.5 項：「重大な過誤又は過失がないこ
と」に基づく資格停止期間の短縮）4）の対象に
なっている。再犯ともいえる資格停止期間中の
違反が 1 件、他に意図的ドーピングと判定され
たのは 19 件である。
　他方で世界に目を向けると、ドーピング陽性
率は 2％前後であり5）、上述の日本の陽性率は、
これを比較すると 1/16 であるだけでなく、日
本の特徴として、違反全体のほぼ半数が資格停
止期間の取消もしくは資格停止期間が短縮、軽
減されている。
　このように日本のドーピング違反は、ドーピ
ング規程 10.4 や 10.5 に該当する事例が数多く
見られることから、日本のドーピング違反は、
選手や関係者の不注意、うっかりミスが約半数
を占め、意図的にドーピングに関与する選手は
決して多いとは言えない。
表 1　日本におけるドーピング・コントロール（2008-2013）
年 検査数 競技会 競技会外 陽性数 陽性率
2008 4901 3346 1555 11 0.22
2009 5449 3563 1886 3 0.06
2010 5529 3331 2198 5 0.09
2011 4681 3301 1380 6 0.13
2012 5504 3595 1909 8 0.15
2013 6145 3141 3004 6 0.10
年平均 5369 3380 1989 6.5 0.12
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２．カナダ ･ ウォータールー大学のドー
ピング事件と大学当局の対応
（1）ドーピング事件の概要
　このドーピング事件は、カナダの複数のメ
ディアが、1988 年ソウルオリンピックのベン・
ジョンソン金メダル剥奪（筋肉増強剤：スタノ
ゾロール）以来だと大きく扱っている。例え
ば、「大学フットボールドーピング・スキャン
ダルにウォータールー大学震撼（Waterloo 
rocked by college football doping scandal）」
と題する記事が、2010 年 4 月 1 日、スポーツ
レポーターの David Grossman によってカナダ
の新聞（The Toronto Star）に掲載された7）。
　その記事には、ウォータールー警察が住居侵
入罪による盗難品の捜査中に、偶然に、ステロ
イドやヒト成長ホルモンの隠し場所を発見し、
同大学フットボールチームのある選手が捜査さ
れていると報じられている。その記事の中で、
ウォータールー大学競技局長の Bob Copeland
は、当該学生の調査結果が判明するまで彼を停
学とし、さらに彼は、大学フットボールチーム
の全員をカナダ ･ スポーツ倫理センター
（Canadian Centre for Ethics in Sport：以下
CCES）8）によるドーピング検査を受けさせた
ことも明らかにした。警察の捜査の結果、容疑
者が告発されたため、大学当局は、チームに 1
年間の公式試合への出場停止を課し、雇用して
いたヘッドコーチ、アシスタントコーチを、調
査結果が出るまでチームの指導から離脱させ
た。
　2010 年 6 月の記者会見において、ドーピン
グ検査を担当した CCES がチーム全体の結果
を公表した。それによると、ウォータールー大
学フットボール・プログラムの選手 62 名中 61
名の尿サンプルが採取され、合わせて、62 名
中の 20 名の選手は血液サンプルが必要である
ことから採血もされた。
　その結果、8 名から世界ドーピング防止規程
およびカナダ・ドーピング防止プログラム違反
が見つかった。陽性反応が出た選手らは禁止薬
物の使用を認め、Oral-Turbinabol（経口トゥ
　しかしながら、ドーピング検査対象者を別の
視点でみると、ドーピング検査の監視下となる
一流競技選手レベルとなるまでは、言わばドー
ピング検査の対象外の選手がいる。彼ら、彼女
らはドーピング検査対象の予備軍ともいえる。
検査対象になっていない学生／選手の中には、
ドーピングによる競技力向上を容認したり、時
には無知であってもドーピングを行っている可
能性がある6）。
　そこで今回の研究は、カナダのウォーター
ルー大学において発生したドーピング事件に関
して、その概要と大学当局や国内ドーピング防
止機関がこの事件に対してどのような対応を
行ったかを明らかにすることにした。日本で
は、この事件に関する報道も本件を扱った先行
研究は見当たらない。この事件のカナダの対応
は日本の関係者にとって驚くべき内容が含まれ
ているだけでなく、仮に我が国の大学体育会に
属する学生／選手によるドーピング事件が発生
した場合、どのような対応をとるべきかを先行
事例として学ぶこともできる。
　事件の概要を説明する過程で明らかになる
が、RTPA の場合は、ドーピング検査のイン
フォームド・コンセントがあり、ドーピング禁
止規程に準拠して検査員（ドーピングコント
ロールオフィサー、以下 DCO）による検査が
実施できる。しかし、大学の体育会所属の学生
／選手の場合は、何を根拠にドーピング検査を
受けさせるかは明確ではない。学生／選手に大
学側からドーピング検査を強要、命令できるか
どうかも定かではない。
　我が国においても、学生／選手がドーピング
事件を起こす、あるいは巻きこまれる可能性が
あるにも関わらず、具体的は対応策はない。こ
うした問題への関連組織の対応は組織のガバナ
ンス能力が問われることになる。その意味で、
外国（カナダ）におけるドーピング事件ではあ
るが、大学生によるドーピング事件と大学当
局、学生競技連盟、国内ドーピング防止機構の
対応から、その教訓を学びとることは一定の意
義があると言えるだろう。
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１．調査手順の立案
２．ミッションを果たすためインタビューの質
問項目の決定
３．関係するスタッフ、選手へのインタビュー
と専門家への相談
４．E メールによるコンタクト（接触）情報が
利用できたかを全選手に聞き取り
５．インタビューや専門家への相談結果につい
ての情報を整理、要約、分析
６．大学やリーグの資料、手順、規約の収集と
検討
７．外部専門家による関連資料の収集と検討
８．CCES の E ラーニング教材「True Sport 
Clean 101」の評価
　当該選手らへのインタビューが行われたが、
その中には、禁止薬物を使用して陽性反応を示
した者や CCES の検査後に発覚した者も含ま
れていたし、聴取の方法も直接インタビューに
応じた者、メールでの聞き取りに応じた者もい
た。結果として 14 名がインタビューに応じ、
他の幾人かはメールで回答した。
（3）ウォータールー大学調査委員会の調査結果11）
　2010 年 8 月 18 日に最終答申が出された。調
査チームが提出した４つの諮問内容への最終答
申は、概略、以下の通りである。
①　フットボール部内のドーピングの認識
・選手の中には、プロレベルで成功するには
ドーピング（禁止薬物使用）が必要と見なし
ていた。つまり、カナダで大学リーグからプ
ロリーグに勧誘される唯一の競技がフット
ボールであり、大学リーグはプロへの登竜門
であった12）。
・フットボール部内に激しい競い合いがあるこ
とから、選手の中にはパフォーマンスを向上
させるために禁止薬物使用に魅力を感じてい
た。
・ドーピングの噂や憶測は、フットボール文化
の一部になっていた。
・相手チームの選手らがドーピングをしている
のは間違いないと思われていた。
ルビナボル）、メチル -1- テストステロン、ス
タノゾロール、タモキシフェンといった薬物摂
取、および北米で初めてのヒト成長ホルモンの
確定的な陽性反応が示された。
　さらに、一人の選手がサンプル提供を拒否し
たことから、9 番目の違反も発表された9）。結
果的に、ウォータールー大学のチーム全体検査
で、62 名（1 名は検査拒否）中、9 名の違反者
となり、14.5％の陽性率だった10）。WADA の
報告では世界全体で約 2％前後の陽性率、
JADA の報告では日本で約 0.1％であることか
ら、ウォータールー大学のフットボールチーム
の陽性率は異常なほどの高値である。この大学
のフットボール部内におけるドーピングの蔓延
が認められた。
（2）ウォータールー大学当局の対応
　ウォータールー大学当局は、このフットボー
ルチームのドーピング事件の全容を解明するた
めに、調査チームを結成した。調査チームは、
Larry Gravill（委員長、ウォータールー退職
警察官）と Mary Thompson（ウォータールー
大学名誉教授）の 2 名であり、このチームに諮
問されたのは、以下の４つの調査項目で、調査
の結果を学長、担当副学長に答申することで
あった。
諮問内容：
①　キャンパスにおける大学対抗競技の風潮、
文化、統率力がこの状況（薬物ドーピング問
題）への一因となったかを検討、評価する
②　ウォータールー大学競技部のドーピングに
関連する手順、実際、方策を再吟味し、その
妥当性を査定する
③　禁止薬物の使用の噂がどの程度広がり、い
つ頃からを特定する
④　その他の追加の報告、コメント、評価を提
供する
　以上の４つが調査チームのミッションとして
課せられた。
　調査チームは、2010 年 6 月 15 日から調査を
開始し、8 月 18 日に最終の答申を出したが、
その調査全体の手順は以下のようであった。
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ムが選手やドーピングに手を染める選手に対し
て有効な抑止力になっていないことも判明し
た。さらに選手とコーチの間、コーチと大学当
局との間の伝達、報告ルートが未確立である点
も課題にされている。
③　今回の事件についての噂、憶測の時期と広
がり
・ドーピングは一握りの選手らだけが知ってお
り、その時期は特定できなかった。
・ドーピングを決意した選手は他の選手には言
わなかった。
・秘密保持は禁止薬物使用者にとって重要だっ
た。
・選手とコーチは、不正取引や禁止薬物使用の
広がり、使用選手の特定に驚くと共に、
ショックを隠せなかった。
・キャプテンや選手は、明らかなドーピングの
証拠なしに、ドーピングの申立を行わなかっ
たと考えられた。
・コーチらは、選手のドーピングを疑って問い
質したが、選手らは薬物使用を否定した。
・コーチらはチーム内のドーピングの実態につ
いて知りたがっていた。
　以上のように、チーム内のドーピングについ
て、ドーピングに関与していた選手が他の選手
に禁止薬物使用を話すことはなく、また、周り
の選手らもドーピングの疑念はあっても、確証
がなく、当該選手に立ち向かえなかった。さら
にコーチらの指導陣も選手にドーピングの関与
を問い質していたが、ドーピングに関与してい
た選手らはその関与を否定していた。ドーピン
グは禁止されているがゆえに、その関与を自
白、告白することは難しい状況にある。
④　その他
・以前のドーピング疑惑を見逃したことから、
ドーピングの申立や疑義への対応に関して課
題があることが判明した。
・ドーピング検査数を増加させて、禁止薬物を
使用する選手に確実に検知されると思わせる
ような地域でのスクリーニングや検査を行う
・選手の間にはドーピングの噂があった。
・ドーピングをしていなかった選手の間でも
ドーピングが個人の選択問題という認識が
あった。
・フットボール内の組織は家族的関係にあっ
て、選手の問題行動は内々に処理され、重大
な問題に対する規程が備わっていなかった。
　以上のように、「フットボール部内の選手ら
がどのようにドーピングついて認識していた
か」について答申されている。要約すれば、こ
の大学におけるフットボール活動は、プロス
ポーツへの登竜門であり、部内の選手の間では
ドーピングが周知の事実であった。しかし、
ドーピングへの関与が個人の選択問題として封
印され、公になることはなかった。フットボー
ル部内のドーピングは選手間の秘密であり、い
わば沈黙文化（culture of silence）として形成
されていた。
②　ドーピング防止に対する大学当局の対応と
その評価
・ドーピングの禁止、罰則についての情報は十
分にあった。
・CCES のＥラーニングは、選手らにとって教
育ツールとして有効と考えていなかった。
・ドーピングの副作用について選手教育がもっ
と必要であった。
・コーチ、トレーナー、ヘルスケア専門家の教
育、訓練がもっと必要であった。
・パフォーマンステストが記録されると、監視
（モニタリング）に有効と思われた。
・現行のドーピング検査プログラムは、ドーピ
ングに手を染める選手に対して有効な抑止力
となっていない。
・コーチへの指示、支持を行うための基本方針
が必要である。
・選手からコーチ、そして大学当局への報告
ルートを明確にすべきである。
　以上の答申にあるように、ドーピング防止策
に対する大学当局の基本方針は十分とは言えな
いと評価されている。インターネットによる
ドーピング防止教育やドーピング検査プログラ
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システムや問題発生時の手続き、手順などを明
確にすることなどが指摘されている。最終的
に、これまで大学当局が個々のクラブ、チーム
に全面的に運営を任せていたことへの懸念を示
し、ドーピング問題に対する大学当局の組織責
任を問い、明確な対策を求めている。
３．CCES の特別調査委員会の最終報告書
　このドーピング事件に対して、前項で検討し
たウォータールー大学の調査委員会と平行し
て、CCES においても特別調査委員会が発足し
た。そして、ウォータールー大学においてチー
ム全員のドーピング検査が行われた 1 年後の
2011 年 6 月、CCES の特別調査委員会が最終
報告書を公表した。
　 こ の 報 告 書 は、Performance Enhancing 
Drugs Pose a Significant Health Risk for 
Athletes，Children and Youth: Final Report 
of the Task Force on the Use of Performance 
Enhancing Drugs in Football と題し、68 頁
にわたっている13）。以下、CCES の特別調査委
員会の報告書を、最終報告書と表記し、合わせ
て引用する場合には、（CCES Task Force，
2011，当該頁）とする。
（1）特別調査委員会の構成と最終報告書の要諦
　この最終報告書には、前項のウォータールー
大学フットボールチームのドーピング事件に関
する調査結果、特に CIS（Canadian Inter-
university Sport）14）体制におけるドーピング
問題の他、ドーピング防止検査の改善、学生／
選手のドーピング防止の促進など、52 項目の
提言が示されている。
　この最終報告書を作成した特別調査委員会
（19 名で構成）の議長は、2010 年オリンピック
およびパラリンピック冬季大会のバンクーバー
組織委員会（VANOC）の医事委員長のジャッ
ク・トートン（Jack Tauton）が務め、CCES
の CEO ポール・メリア（Paul Melia）がとも
に、管理委員長となった。特別調査委員会に
は、CIS、カレッジ・フットボール・アソシ
ことが必要である。
・コーチらは、学業、家族、正しい決定とは何
かについて十分に指導しており、ドーピング
に共謀していなかった。
・ドーピングの罰則が、何らかの形で、選手個
人だけではなく連帯責任としてチーム全体に
も課されれば、ドーピングの抑止力として役
立つ可能性がある。
　以上の①から④の答申を踏まえて、大学当局
に対して 6 点の勧告が出された。
１．ドーピングの健康被害（副作用）やスポー
ツ倫理について、選手に対して有効な早期教
育を行うようコーチらに知らせ続けるべきで
ある。
２．フェアなスポーツ活動の促進、ドーピング
の発見のためにコーチやトレーナーを啓発す
ると共に、ヘルスケア専門家には、ドーピン
グ関与者への治療方法に関する研修を受けさ
せるべきである。
３．低料金で実施できるスクリーニングの可能
性やドーピングの狙い撃ち検査（target 
testing）の方法を関係団体と共同して開発
すべきである。
４．個人の権利保護、十分な報告手順の理解、
フェアな調査が保障される形で、ドーピング
疑惑、申立への対応策を作成すべきである。
５．ドーピング、禁止物質、違法薬物につい
て、既存の CCSE などの機構やコーチ、選
手らの監視だけに依存せず、大学としての注
意義務（due diligence）がある。
６．ドーピング防止組織の業務を補助する手順
や大学の関わりについて、大学の方策を立
て、遂行し、強化することによって関係者を
補助する必要がある。
　大学の調査チームが勧告した内容をまとめる
と、１つは、選手、指導者、トレーナーらへの
ドーピング防止教育やスポーツ倫理の教育が必
要であること、２つめは、ドーピング検査体制
を大学当局とドーピング防止機構との間で連携
すること、３つめは、ドーピングに関する通報
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　以上のまとめが特に公表されたことを受け、
メディア報道では、ドーピング防止教育の強化
および年間に検査するフットボール選手の数を
現行の 2 ～ 3％から 30％に増やすという提言が
大きく取り上げられた16）。
（2）特別調査委員会の提言の方向性
　最終報告書に従って、その特徴を要約すると
以下のようになる。すなわち、最終報告書にお
ける建設的な提言として、ドーピング防止規程
に従っている選手だけでなく、すべての学生／
選手の健康と幸福を守ることがドーピング防止
方針の主眼であるべきというものである。彼ら
自身の行動変容を手助けする努力を、大学当局
をはじめ、政府、スポーツ団体が一体となって
取り組むように提言されているのが特徴であ
る。
　さらに、特別調査委員会メンバーは、前項で
検討した、「ウォータールー大学の調査報告」
の内容に同意して、以下の認識を示している
（CCES Task Force，2011，p.22）。
１．一部の選手はプロとして成功するにはドー
ピングが必要と考えている。
２．一部の選手は競技力向上のためにドーピン
グに関与する可能性がある。 
３．ドーピングの噂や憶測はフットボール文化
の一部となっている。 
４．他のチームの選手はドーピングを行ってい
ると一般的に思われている。 
５．ドーピングへの関与について選手間で話す
ことがある。 
６．ドーピングに無関係の選手もドーピングは
個人の選択問題と考える風潮がある。 
７．選手の問題行動に対する懲罰規定は、ほと
んどのメンバーが周知しているが、重大な処
罰があるという認識がない。
　CCES 特別調査委員会のこれらの認識から、
一部のフットボール選手や他の選手に対する現
行のドーピング検査プログラムは有効に機能し
ていない。また、選手が直面するプレッシャー
と勝利至上主義がドーピングへの誘惑を断ち切
れない状況も浮き彫りとなっている。そのため
エーション（CCAA）、フットボール・カナダ、
カナディアン・フットボール・リーグ（CFL）
の組織運営者の他、選手およびコーチの代表
者、その他のフットボールに関わる主要な人々
も加わった。
　特別調査委員会のミッションは、競争の激し
いフットボールから競技能力向上薬の使用（い
わゆるドーピング）を排除するための行動計画
の策定、すなわち、「フットボールにおける
ドーピングの効果的防止、発見、抑止に必要
な、基本方針、教育、検査や調査のための総合
計画」（CCES Task Force，2011，p.17）の策
定である。
　特別調査委員会は諮問機関として提言を行う
という委任を受け、教育に関する 20 の提言、
検査・分析に関する 8 つの提言、情報に関する
8 つの提言、規定及び制裁に関する 5 つの提言、
協調関係に関する 2 つの提言、経費・資金に関
する 9 つの提言を出している（巻末資料15）参
照）。
　合計 52 の提言が以下の６つに要約されてい
る（CCES Task Force，2011，p.11）。
１．ドーピング防止教育と倫理的意思決定の教
育は、フットボールに限らず、すべてのス
ポーツに参加する選手らに焦点をあてて、州
や地域の教育機関の教育課程に組み込まれ、
身体イメージやドーピングに特化した健康教
育もすべての学生に実施されるべきである。
２．ドーピング防止教育はコーチ、トレーナー、
スタッフらの必須にすべきである。
３．フットボール選手へのドーピング検査対象
を年間 2，3％から 30％に増やす。
４．ドーピングの情報を入手するために、「ス
ポーツのドーピング報告（report doping in 
sport）」という専用窓口と関連するウエブ上
の報告ツールを創設する。
５．選手の資格停止処分をだけでなく、チーム
や所属機関にも処分を行う。
６．ドーピング防止団体、政府、関連スポン
サー、教育組織、スポーツ団体、プロフット
ボール連盟の間における明確な経費負担の合
意形成をする。
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や厳罰（punishment）主義は、人間の自立 ･
自律を損ねてしまう。今回の CCES の最終報
告書に示された提言にはそうした懸念がある。
特に、ドーピング検査と情報収集の強化体制で
ある、特定検査対象選手（high-risk athlete）
への検査体制（target testing）と情報収集
（intelligence）方法に懸念がある。それぞれに
ついて検討する。
（1）特定検査対象選手への検査体制
　まず、ドーピング検査を特定検査対象選手に
対して行う点である。最終報告書の定義では、
「特定検査対象選手は、スポーツ種目、生理学、
検査分析経過、情報収集、過去のパフォーマン
スを含む多数の危険要因の評価に基づいて、
ドーピング検査の標的とされる特定選手を示す
用語」（CCES Task Force，2011，p.67）であ
る。
　要するに、特定検査対象選手への検査とは、
ある特定スポーツ選手に対して、有効な証拠
（疑わしい場合も含む）に基づいて、重点的に
取り組まれるドーピング検査であるし、これに
指定された選手には、当然、厳しい検査が実施
される。
　適切な表現ではないが、選手を何らかの証
拠、疑惑に基づいて「ドーピング被疑者扱い」
にすることになる。ドーピング防止団体、大学
当局の監視の下で、スポーツ活動を実施するこ
との意味や価値が問われる。
　また、この特定検査対象選手と認定する際に
は、被疑者として扱うだけの条件や証拠が必要
となる。ドーピングに関与する学生、チームな
どの情報を入手する方法、それが、インテリ
ジェンス（intelligence）と呼ばれる情報収集
システムである。
（2）情報収集（intelligence）の方法
　確かに、特別調査委員会が言うように、情報
収集は、「ドーピング防止のために、ドーピン
グ防止組織によって収集された情報の論理的、
体系的評価の成果である。この情報収集は、効
果的にドーピング検査を行う計画、実施に役立
この事態を打開するために、内部告発や特定選
手・チームへのドーピング検査までもが提案さ
れている。つまり、特別調査委員会の情報収集
の提言の中には、ドーピング防止システムを最
大限に機能するため、WADA のドーピング防
止管理運営システム（ADAMS）の居場所情報
報告システムの採用、および DCO が特定した
場所で「検査未了」の場合に金銭的懲罰を導入
することまでも拡大されている。
　ドーピングの関与に関する情報収集
（intelligence と命名）を円滑にするため、追
加的情報を提供して調査に協力するようコーチ
が選手に要請すべきことも提案されている。そ
の場合、チームへの制裁の減免をコーチ陣に提
供するという。この制裁の減免というインセン
ティブを持ち出すねらいは、コーチが情報を
持っているドーピング関与の選手に対し、積極
的にドーピング調査に協力させるためである。
　これらの情報提供を要請する提言は、監視協
力をコーチに要請することに加え、ドーピング
違反を犯した大学やチームには罰金を課すこ
と、さらには選手の奨学金の剥奪にまで及ぶよ
うな金銭的懲罰も支持している（CCES Task 
Force，2011，p.47）。
　以上のように、CCES の特別調査委員会は、
これまでの大学スポーツにおけるドーピング防
止策が機能していないことを踏まえて、より厳
格な検査と金銭的懲罰という方向を提言してい
る。すなわち、ドーピング防止教育、啓蒙活動
から、内部告発、情報提供の促進、罰金や奨学
金打ち切りのような金銭的懲罰の導入までも薦
めている。過去のドーピング防止教育、啓蒙活
動が形式、形骸化していたために、今回のよう
なドーピング事件を誘発、誘因になったと認識
しているのである。
 
４．CCES 特別調査委員会の提言への懸念
　自立・自律した人間を育てるためには、公的
機関のパターナリズム、過度の介入に対する警
戒が必要と言われている。法律によって道徳性
を強要する法的モラリズム（legal moralism）
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換えることはスポーツにおけるドーピングとの
闘い全体に悪影響を及ぼす可能性がある」17） 。
　佐藤が団体規制のあり方とその方法を懸念す
るように18）、情報収集プロセスには、薬物検査、
居場所情報提供など、通常の学生／選手であれ
ば不要なドーピング検査プログラムを、だれが
要請するか、だれが特定検査対象者に指名する
のかなど、不透明な点が多々ある。大学は本来
学びの場であり、それを、疑いと監視の場にす
ることへの懸念は払拭されるべきであり、ス
ポーツ倫理やドーピング防止教育、啓蒙活動の
再吟味を経て初めて、監視体制の強化、情報収
集のプロセス、罰則強化などが図られるべきと
考えられる。
５．まとめにかえて
　本論文では、2010 年にカナダの有名大学の
アメリカンフットボール部で起きたドーピング
事件を取り上げた。1988 年のソウル五輪にお
けるベン・ジョンソン金メダル剥奪事件では
デュビン調査委員会が設けられたが19）、それに
匹敵するほど衝撃的な事件であったと言われて
いる。
　このドーピング事件に対して、ウォーター
ルー大学調査委員会と CCES 特別調査委員会
の提言はドーピングに対して厳格、厳罰対応の
方向性は軌を一にしている。しかしその反面、
過度な情報収集や検査体制強化には疑問が生じ
る。特に、大学におけるスポーツ活動であるこ
とを鑑みれば、学生／選手の人権やスポーツ倫
理やドーピング防止教育といった教育、啓蒙を
ベースとして対応策が求められるべきと考えら
れる。
　また、このカナダで起きた大学におけるドー
ピング事件は、日本においては全く想定されて
いないし、想像すらできないかもしれない。し
かし、2015 年 8 月 31 日の報道によると20）、「D
大学の卒業生が大学構内図書館で逮捕され、そ
の際に大麻を所持していた。被疑者の証言によ
ると、『大学は警察に捕まりにくい』ので大学
構内に侵入した」という。大学構内は容易に警
つもの」である。また、「情報収集は効果的な
ドーピング防止プログラムの重要な構成要素で
ある。競技成績データの収集と分析、ドーピン
グ違反の疑いに関する情報収集を通じて、ポジ
ション、チーム、リスク水準に基づき『特定検
査対象選手』の条件を満たす選手は、より頻繁
な薬物検査の対象になり得る」（CCES Task 
Force，2011，p.43）のである。
　他にも情報源や情報入手を容易にするための
方策も示されている。それらは、「ドーピング
報告ホットライン」、金銭的見返りの提供、
チームメイトやコーチが仲間について追加的な
情報提供による資格停止期間の軽減措置などで
ある。
　さらに前述したように、ドーピングに関する
情報収集を徹底するため、「スポーツのドーピ
ング報告」という専用連絡先とそれに関連する
ウエブ上の報告ツールを創設するように提言し
ている。
　こうした情報収集の手段は、チームメイトが
互いを守るために口を閉ざす文化に対抗し、そ
れに立ち向かうための方策である。内部告発を
行う手段は、特にチームとしての誤った絆、つ
まりドーピングへの沈黙の文化（culture of 
silence）が存在するためである。チームの絆
は、「チーム又はチームメイトの信用を危険に
さらすことは、ドーピング防止の制裁よりも回
避すべきとみなされている可能性がある」
（CCES Task Force，2011，p.21）と説明する。
クラブ内での沈黙の文化から情報を入手するた
めに、特別調査報告書の提案では、告発の促
進、匿名の相談室などに加えて、司法取引的に
罰則の軽減などのインセンティブまでも提供す
る。
　しかしながら、サラは以下のように警告す
る。「CCES 特別調査委員会が提示した提言は、
スポーツにおけるドーピングとの闘い、ドーピ
ングに関与する選手を排除するための情報収集
と情報共有を強調している。だが我々は、これ
らの情報収集プロセスが道徳的に問題のある形
で強制的に使用される危険性を持つことを忘れ
てはならない。沈黙の文化を監視の文化に置き
10 中京大学体育学論叢
に、キネシオロジー学科は、1967 年に世
界で初めて創設されている。
４）World Anti-Doping Code 2015（日本語翻
訳）http://www.playtruejapan.org/
downloads/code/wada_code_2015_jp.pdf
（2015 年 10 月 3 日閲覧）
５）近藤良享．ドーピング違反の状況．スポー
ツ倫理．近藤良享著：56，不昧堂出版，
2012．
６）これまでの拙者が実施した 2006 年の大学
生（861 名）に対する「ドーピング意識調
査」によると、「いかなる状況下でも、競
技力向上の薬物使用は間違っていると思
う」と回答した学生は、76.3％であったが、
「条件次第で競技力向上の薬物使用を判断
すべきだと思う」（22.5％）、「いかなる状
況下でも、競技力向上の薬物使用はかまわ
ないと思う」（1.2％）と回答している。参
考：近藤良享、長谷川悦示．筑波大学体育
専門学群生のドーピング意識調査結果
（2006 年度）筑波大学体育科学系紀要 30：
179-184. 2007．また、2015 年に C 大学の
523 名に実施した同調査によると、「いか
なる状況下でも、競技力向上の薬物使用は
間違っていると思う」と回答した学生は、
85.4％であったが、「条件次第で競技力向
上の薬物使用を判断すべきだと思う」
（11.9％）、「いかなる状況下でも、競技力
向上の薬物使用はかまわないと思う」
（2.1％）と回答している。
７）Grossman，D. "Waterloo rocked by 
college football scandal" The Toronto 
Star.（2010，April 1）. Retrieved from 
http://www.thestar.com/sports/
college/article/788626--waterloo-rocked-
by-college-football-doping-scandal
８）カナダ ･スポーツ倫理センタ （ーCanadian 
Centre for Ethics in Sport：CCES） は、
カナダ国内の独立した非営利団体である。
この団体は国内の競技団体やスポーツ団体
の依頼を受けて、選手へのドーピング検査
を実施する。さらに、国内の他の団体と連
察が入れないために、薬物譲渡、売買の場とな
る危険性がある。
　日本の大学体育会においてドーピング問題が
生じる可能性はないわけではない。明らかに、
ほとんどの非 RTP の学生／選手は、ドーピン
グ検査はもとより、適正かつ定期的なドーピン
グ教育、セミナーを十分に受けているとは言え
ない。学生／選手のドーピング問題に関して
は、カナダのウォータールー大学や CCES が
厳格、厳罰化といった提言を招来させる前に、
日本においては大学におけるスポーツ倫理、
ドーピング防止教育、薬物防止教育など、教育
的な手段をツールとした学生／選手の教育、啓
蒙活動が不断に求められるだろう。
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州ウォータールー市に本部を置くカナダの
州立大学である。カナダにおいて最も権威
ある理工系中心の研究型大学であり、カナ
ダ全土からトップクラスの学生が集まるこ
とで知られる。また、応用健康科学部には
3 つの教育組織（キネシオロジー学科、レ
クリエーション ･レジャー学科、パブリッ
クヘルス ･ 健康システム校）があり、特
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制～自己決定権を基礎にした再構成．朝日
法学論集，15：60-61, 1996.
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＜巻末資料＞ CCES による Task Force 最
終報告書の提言
教育に関する提言：
１．ドーピング防止に関する OUA 競技能力向
上薬物教育の特別調査委員会の調査結果は、
適宜見直しを行い、採用する必要がある。
２．ドーピング防止教育プログラムの主たる目
標は防止であり、倫理的で積極的な意思決定
を促すものである必要がある。フットボール
選手を対象としたカナダスポーツ倫理セン
ター（Canadian Centre for Ethics in 
Sport：CCES）による現行の教育プログラ
ムは、選手に対する規則と手順の説明に重点
を置いた「情報」である。それらには、ドー
ピング及び不正行為に対する態度や行動を変
えさせる力が欠けている。
３．教育プログラムは、各年齢グループ及び選
手のレベルに合わせて用意する必要がある。
プログラムでは、薬物を用いない競技のプラ
スの側面を強調すべきである。教育内容に
は、ドーピング防止規則及び手順に関する情
報に加え、スポーツの価値と原則、競技能力
及び身体イメージ向上薬物の危険性と健康へ
の影響、適切な栄養、体力及びコンディショ
携して、教育、研究、促進、検出と抑止を
通して倫理的なスポーツを醸成することを
使命としている。
９）Zwelling，A. The first step in rebuilding 
Waterloo. CFL.ca. （2011，September 
12）. Retrieved from http://www.cfl.ca/
article/zwell ing-the-first-step-in-
rebuilding-waterloo
10）ウォータールー大学のチーム全体検査の
後、他の CIS フットボール・プログラム
に所属する約 500 名のフットボール選手に
対し、抜き打ちの無作為検査が行われた結
果、ドーピング違反の数は 14 件に達した。
つまり、実施検査中ほぼ 3％が陽性だった
という（CCES、2011 年 5 月 11 日）。
11）Review of the University of Waterloo 
Football Program in Relation to the Use 
of Banned Substances，Final Report，
August 18，2010.
12）2010 年 6 月 29 日現在で、CFL（カナダ
フットボールリーグ）にドーピング検査の
プログラムはなかったことも、大学内での
ドーピング蔓延につながった可能性はある
という。
13）Performance Enhancing Drugs Pose a 
Significant Health Risk for Athletes，
Children and Youth: Final Report of the 
Task Force on the Use of Performance 
Enhancing Drugs in Football. （June 28，
2011） Retrieved from http://www.cces.
ca
14）CIS（Canadian Interuniversity Sport）
カナダの大学スポーツの統括団体であり、
51 大学、1 万人の学生／選手、550 名の
コーチが登録し、21 の全国大会、12 競技
で組織されている。
15）巻末には、CCES による Task Force 最終
報 告 書 の 提 言（ 別 表 A）（CCES Task 
Force，2011，pp.60-65）が再録されている。
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ステムを整備すべきである。
10．フットボールにおけるドーピング防止教育
の専門委員会を設立し、CCES と協力して
フットボールというスポーツに合致した適切
かつ有効な教育プログラムの開発支援に当た
らせるべきである。このプログラムは全国レ
ベルで提供される必要がある。教育プログラ
ムの変更の時は、CCES 及び競技団体を通じ
て、スポーツ管理・運営者、コーチ、選手個
人に伝達されなければならない。
11．選手の保護者、コーチ、チーム・ドクター、
チーム・トレーナー、チーム・キャプテン、
元選手など、選手の生活に大きな影響を与え
る人々が教育に関わる必要がある。
12．ドーピング防止教育及び倫理教育は、タッ
クル・フットボールというスポーツの内側と
外側から子供たちに働きかけるため、州また
は地域の教育カリキュラムに組み込むべきで
ある。身体イメージ及び競技能力向上薬物に
重点を置く健康教育は、すべての学生・生徒
に対して行われるべきである。
13．影響力を最大化し、教育メッセージを効果
的に伝えるため、プロのフットボール選手や
彼等と同等の人びとの役割モデルを開発する
べきである。
14．テイラー・フートン財団と CCES との将
来の協力教育プログラム及び再設計された義
務的な E ラーニングモジュール（すべての
選手を対象とする各言語のオンサイトセミ
ナーを含む）をカレッジ及び大学レベルで開
発すべきである。このセミナーには、医療
ファシリテーター、チームスタッフ、選手の
指導者（athletic directors）の参加を求める
必要がある。プレゼンテーションでは、フッ
トボール文化、競技能力向上薬物に対する態
度、ドーピングの健康への影響と危険性を中
心に扱うべきである。
15．三段階の取り組み：パートナーを組ませ
る、情報収集、プログラムの作成。プログラ
ム作成においては、学校におけるプログラム
（コーチ及び保護者向けモジュールを含む
チーム及びリーグ向け）を立ち上げる。実施
ニングに関する内容を含める必要がある。
４．保護者にも教育を受けることを奨励すべき
である。
５． 教 育 の 目 標 は、 選 手 が CIS、CCAA
（CEGEP）、ジュニアフットボールに参加す
る際に、競技能力向上薬物の使用に伴う危険
性及び競技の厳しさに耐えうるために必要な
適切な栄養と体力及びコンディショニングに
関する知識に加え、カナダ・ドーピング防止
プログラム及び薬物を用いないスポーツにつ
いての知識を確実に得られるようにすべきで
ある。競技能力向上薬物の教育は、コーチ、
体力及びコンディショニング担当トレー
ナー、その他の管理者に義務付けるべきであ
る。この教育には、特定検査対象者及びリス
クがあると思われる選手を特定するための管
理手続の情報についても同様である。
６．フットボールに限定した、適切かつ科学的
根拠に基づいた栄養及び体力とコンディショ
ニングの教育は、選手、コーチ、保護者の
ニーズに応じて開発されるべきである。
７．どのサプリメント教育においても、栄養を
根拠とするサプリメントの必要性の情報を含
め、サプリメント摂取が個人の健康とドーピ
ング防止検査結果に与えるリスクについて、
最新情報を提供すべきである。不注意による
陽性判定のリスクを軽減するため、第三者機
関による証明書の発行についての情報を含め
るべきである。
８．ドーピング防止用の教材は、その有効性を
確保するため、教材を使う人と協力して作成
されるべきである。包括的な教育プログラム
を効果的枠組みに見直す際には、既存の
WADA、CCES、テイラー・フートン財団
などが開発した教育プログラムを参照すべき
である。
９．1 人の選手（single player）に対して現役
生活中に複数の教育セッションが必要な場合
がある。その時には、情報の重複の回避、適
正かつ重点的な分野の教育プログラムを提供
するために、ドーピング防止に関する当該選
手の知識及び倫理的意思決定力を評価するシ
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に基づく（intelligence-based）検査モデル
を用いて、年間ですべての参加選手数の 30
パーセントまで、検査数を大幅に増やす。例
えば、選手は 1 年に 1 度、又は複数回検査を
受ける可能性があるが、検査の総数は選手総
数の 30 パーセントとなるようにする。
２．競技会または競技会外の検査配分は、競技
会 30 パーセント、競技会外 70 パーセントの
割合で、尿検査及び血液検査を行う必要があ
る。個人種目とチーム種目の選択は、リスク
の高い選手を対象として行うべきである。情
報データ及び競技パフォーマンスデータを用
いて、複数の検査および追跡検査をリスクの
高い選手、ポジション、チームに対して実施
する必要がある。競技パフォーマンスデータ
は、統一された方法で、少なくとも年に 2
回、高リスクの選手を特定している関連機関
から CCES に提供されなければならない。
３．検査対象とする選手を割り出す上で、シー
ズン中及び毎年の選手評価からの競技パ
フォーマンスデータは、重要なドーピング防
止情報を提供する。チームは、競技パフォー
マンスデータを義務として CCES に提供す
るべきである。現在、フットボール界で活用
されている周知のデータベースの例に
fbXchange がある。スピード、身長、体重
などの身体計測値、その他の文書化された検
査結果と評価基準は、シーズンごとの比較を
可能にし、特定の選手やチームを絞る際に有
益である。
４．検査の数だけでなく、検査の質にも重点が
置かれるべきである。競技会外検査の戦略に
は、個人とチームの検査の両方を含め、でき
る限り予想不可能にすべきである。チーム検
査は、トレーニングシーズン及び競技シーズ
ン中に行い、チームの一部又は全体を対象と
することができる。選手は、オフシーズンも
含めて 1 シーズンにつき複数回、検査対象と
される可能性がある。検査が抑止力を持つた
めに、選手は、いつ、どこにおいても検査を
実施される可能性があり、検査対象とされる
機会は完全に無作為であることを理解しなけ
に当たっては、年長の選手を用いて年下の選
手にプログラムを繰り返すことによって将来
に還元する。
16．ドーピングが発覚した選手のリハビリテー
ションとカウンセリングを支援する、選手へ
のカウンセリング支援プログラムを開発す
る。現在の CFL カウンセリングプログラム
を見直し、同様のプログラムをカナダのフッ
トボール及びすべてのスポーツにおいて実施
できるかについて決定する。
17．陽性判定を受けてドーピング防止規則違反
を言い渡された選手に働きかけ、仲間への
メッセージを教育プログラム又はプレゼン
テーションを提供して、自身が行うスポーツ
に「還元」するように促すべきである。
18．ドーピング防止教育は、引き続き、参加資
格の義務的要素にすべきである。法令遵守と
選手の適格性を確保するため、競技団体が法
令遵守を監視する必要がある。
19．CCES は、カナダ政府に働きかけて、カナ
ダにおけるサプリメントの安全性、製造、販
売を巡る現在のカナダの規制を見直しや修正
に主導的役割を担うべきである。カナダのス
ポーツ選手及び一般の人々の健康と安全のた
めに、製造、外装、ラベル、製品によって得
られる効能について、より厳格な法規制の実
施が必要とされる。
20．フェアプレー、高潔性、薬物を用いないス
ポーツの価値を維持することの重要性を広め
るために、組織の理事会や上級管理運営者に
効果的に関わるような戦略を策定する。主要
メッセージでは、学問上の高潔性と競技現場
における高潔性を同等に焦点を合わせるべき
である。選手、組織、競技団体、潜在的なス
ポンサーそれぞれの評判や選手の将来の職業
展望への影響について強調する必要がある。
検査・分析に関する提言：
１．CCES が実施する現行の CIS、CCAA、
ジュニアフットボールへの検査水準（リーグ
の選手全体の 2 ～ 3 パーセント）は不十分で
ある。大きな抑止力を選手に与えるために
は、検査数を大幅に増やす必要がある。情報
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２．選手の報告書が未提出又は検体の分析結果
に疑いがあるとされたフットボール選手は、
CCES の登録検査対象リスト（RTP）プロ
グラムに追加されるべきである。CCES の
RTP に追加された選手は厳重に監視され、
個人の居場所情報の提出が義務化される。
３．フットボールにおける調査プログラムは、
特に、禁止薬物及び方法の使用又は使用未
遂、不正加工、所持、不正取引、投与などの
非分析的なドーピング防止規則違反に重点を
置くべきである。
４．「スポーツのドーピング報告」というホッ
トラインを設置し、これと連動して、情報提
供を促す効果的なコミュニケーション計画を
備えた、ウェブ上の報告ツールを作る。
５．競技能力向上薬物の使用の兆候及び症状の
概要がわかるように、コーチ及び管理スタッ
フ向けの情報ツールやリソースを開発する。
６．ドーピングが疑われる行動についてコーチ
及びその他のフットボールスタッフが CCES
に直接報告するための指針及び手順を定め
る。適切かつ信用可能な情報が得られた場
合、追跡のための特定対象者の検査を実施す
べきである。
７．フットボール界及びカナダの大学内におけ
る競技能力向上薬物の問題の認識水準を上げ
るために、CCES の支援によりドーピング防
止情報の構築及び啓蒙活動を行い、すべての
フットボールスタッフ及びその他の人々が利
用できるようにすべきである。CIS 及び
CCAA（CEGEP）に関しては、情報の配布
先としては、学内のセキュリティ、キャンパ
スの医療サービス、カウンセリングサービ
ス、寮の責任者が対象となるだろう。
８．情報収集を支援するために 「チームの十分
な支援」を検討すべきである。情報を持って
いる可能性のある選手に対してコーチが強制
的にドーピング行為の調査に協力させるため
に、コーチにはチームへの制裁を軽減するな
どのインセンティブを提供すべきである。
規定及び制裁に関する提言：
１．フットボール・カナダに属する CIS、
ればならない。
５．タックル・フットボールの選手の場合は、
WADA のアスリート生体パスポートプログ
ラムで定められたガイドラインを用いて、選
手の尿検体と血液検体で測定された生理学的
パラメーターの科学的な分析を行うアプリ
ケーションと長期的追跡が採用されるべきで
ある。この手法を通じて、ドーピングの可能
性のある異常な生理学的データに基づいて対
象選手のさらなる識別が可能になる。このプ
ログラムは、より集中的な、コスト効率の高
い検査の実施を可能にする。
６．一貫性を確保するため引き続き、CCES が
ドーピング・コントロール検査結果の総括管
理者であるべきである。結果の管理プロセス
は明確に定義されているので、不利な分析結
果やその他のドーピング防止規則違反の可能
性が示された場合の選手の権利は保護されて
いる。
７．年に一度のコンサルテーション（協議）期
間中に、WADA 禁止リストを見直し、コメ
ントを提出する機会をタックル・フットボー
ル界に提供するために、コンサルテーショ
ン・プロセスを定める必要がある。CCES は、
このプロセスの間にフットボール界から意見
を得るための関与戦略を策定するべきであ
る。
８．ドーピング防止団体、政府、企業スポン
サー、競技団体、教育機関、プロフットボー
ルとの間の透明性のある経費分担の合意形成
が検討されるべきである。
情報に関する提言：
１．競技期間中及びオフシーズンのトレーニン
グ期間中のチームの居場所情報の提供は、
WADA の ADAMS 報告システムを利用し
て義務化する必要がある。トレーニング、旅
行、競技場所について正確に報告し、これら
の情報を最新の状態に維持することを怠った
場合、罰金の形でチームに制裁を科すべきで
ある。これにより、選手に関する報告書の未
提出及び検査未了による検体採取や業務管理
経費を飛躍的に減らせる。
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指針を反映している必要がある。内容とし
て、以下が検討されるべきである。
5I．薬物提供者に関する情報
5II．関与の可能性があるその他の人物に
関する情報
5III．さらなるドーピング防止規則違反及
び特定対象者検査につながる情報
協調関係に関する提言：
１．多くのフットボール選手が学業面及び競技
面において秀でていることから、フットボー
ルに直接恩恵をもたらす新たな協調関係の構
築を重視する。
２．戦略的に対象集団に焦点を合わせ、フット
ボールにおけるドーピング問題との闘いにお
いて各組織がどのような支援ができるかを定
める。
　（各支援組織名 a から l まで省略）
経費・資金に関する提言： 
１．最新の正確な居場所情報の提供を促すた
め、選手が検査を受けられない又は居場所が
特定できない場合の検体採取及び検査計画に
係る経費をチームに負担させるシステムを作
り、運用すべきである。
２．学校、チーム、CCES との間の綿密な経費
負担計画を立て、検討する必要がある。
３．ドーピング防止違反を犯した選手の所属
チームは、その後チーム全体の検査と関連す
る経費（ドーピング防止の規則違反に応じ
て）を要求されるべきである。
４．パートナーと共有する、カナダ全土の選手
のための全国的なフットボール・リクルー
ト・レジストリの開発を検討すべきである。
レジストリにより、メンバーとなった選手
は、競技パフォーマンスの日付、動画、写
真、学業成績をアップロードできる。メン
バーには、様々なリーグやレベルに入るため
に義務的な教育が必要となる。メンバー登録
のための関連手数料の一部は、パートナー
シップ内の様々な組織のドーピング防止プロ
グラムに関連する検査および教育経費に充て
られる。資金集めを卒業生に働きかける。
５．教育イニシアチブを支援し資金を援助する
CCAA （CEGEP）、CJFL は、信頼性、一貫
性、スポーツ界及び一般社会において最も信
頼度が高いことを示すために、引き続き
CADP を採用すべきである。
２．CIS、CCAA（CEGEP）、CJFL リーグ及
び各組織のドーピング防止指針が、改善、調
和が必要である。
３．NCAA、NFL、CFL は、資格停止期間が
完了するまで選手を参加させないように、他
リーグから当該選手の制裁中がわかるよう
に、現行の指針を強化すべきである。
４．CADP の制裁に加えて推奨される措置ま
たは罰則：
　4I．チームに対する措置：全てのリーグにお
いて、ドーピング防止規則違反に対する以
下の追加的チーム罰則が採用されるべきで
ある。ドーピング防止規則違反と判定され
た選手一人につき 2 年間、大規模な選手権
の主催を禁止する。ドーピング防止規則違
反と判定された選手一人につき、チームは
敗戦が記録される。
　4II．リーグ内の組織およびチームに対する
金銭的罰則が採用されるべきである。金銭
的罰則は、競技運営団体に対して支払われ
（例：ドーピング防止規則違反 1 回につき
$5000）、ドーピング防止教育、検査経費、
結果管理経費の一部として使用すべきであ
る。金銭的罰則の一部は特定対象者の調査
への再投資とみなされる。
　4III．CIS 及 び CCAA（ 場 合 に よ っ て、
CEGEP）の組織は、陽性判定を受け、
ドーピング防止規則違反とされた選手一人
につき 2 年間、奨学金を失う。
　4IV．1 シーズン中に 1 チーム内で 3 名以上
のドーピング防止規則違反者が出た場合、
そのチームは一定期間（例：1 シーズン）、
チームとしての地位を失う。
5．CIS、CCAA、CJFL、そのメンバーの組織
及びクラブは、チーム制裁又は罰則軽減と引
き換えに、選手が実質的に協力するように、
具体的な戦略及び方策を策定すべきである。
これらの戦略には、各組織のドーピング防止
16 中京大学体育学論叢
企業スポンサーを見つけて関心を引く。
６．医学生にドーピング防止セミナーへの参加
によって単位を与える。
７．若者向けの全国的な教育キャンペーンを実
施すべきである。カナダ企業、CFL、カナ
ダ政府とのパ－トナーシップが検討されるべ
きである。
８．資金調達を行い、選手を教育プログラムの
メンター及び講演者として活用するために、
CFL と協力関係を結ぶ。
９．スポーツ倫理及びドーピング防止プログラ
ムの全国的な支援に焦点を置き、年に 1 度の
資金調達のための昼食会又は朝食会の開催を
検討する。持続可能な資金調達の方策を検討
する委員会を設置する。
